











































上人口比率は22.8％にまで拡大した。人口の高齢化等の影響もあり，国民全体の 1 人 1





































































































































































































































































野菜の生産地別重量割合をみると、図 2 のように関東地方はつねに第 1 位を占めてきた。
その推移をみると、1960 年は関東地方が 71.8%を占めており、東京都中央卸売市場で流通
している野菜は、近郊で生産したものが圧倒的に大きかったことを示している。その後 1975
年に 59.7％と 6 割を割り、1990 年には 48.8％と 5 割を割った。その後も漸減傾向にあり、
2000 年以降はほぼ 45％前後で推移し、2014 年には 43.5%となっている。このように関東
地方の割合は依然として高いものの、その割合は確実に減る傾向にある。また、関東地方
のなかでも、1960 年には東京都が 13.4%を占めていた。しかしながらその後は大きく減少
し、2014 年には 0.3％にとどまっている。また埼玉県も 1960 年には 18.0%を占めていたが
減少し、2014 年には 3.1％となっている。一方で、茨城県は 9.1％から 13.2％に、群馬県は




のは北海道地方である。1960 年には 6.9%であったが、その後は大きく増加し、1975 年に
は 11.7.％と 10%を超え、1980 年以降は 13％、14％前後で推移している。東北地方も 1960
年には 2.9%であったが、その後は大きく増加し、1970 年には 5.3％、1990 年以降は 10％
前後で推移している。特に青森県は 1960 年には 0.3%であったのが、1995 年以降は 3％を
超え、2014 年は 3.7％となっている。 
中部地方は、1965 年以降ほぼ 14％前後で推移しており、東京都中央卸売市場で流通する
農産物の重要な供給源となってきた。特に長野県は 2014 年に 6.4％、同じく愛知県は 4.6％
　　出典：東京都中央卸売市場市場統計情報より作成
図 1 　東京 の野菜取扱数量，金額
2 － 2 　野菜の生産地別重量割合の推移
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と多くなっている。近畿地方は 2014 年で 1.9％、中国地方は同じく 0.2％と少なくなって
いる。四国地方は、1960 年には 1.5％であったが 1965 年には 3.5％となり、その後 3、4％
前後で推移している。九州・沖縄地方は 1960 年にはわずか 0.8％であったが、その後増加
し 1980 年には 5.0％、2014 年には 10.6％と重要な供給源となっている。輸入品について





























































































といずれも 2 割を割っている。続いて土物類（さといも、たまねぎ、にんにく等）が 21.0％、
香辛つま物類（わさび、しょうが、かいわれ、しそ、みょうが、ハーブ類等）が 22.3％、




方が 66.6％、その他野菜類は近畿地方が 29.7％、四国地方が 25.8％、土物類は北海道地方
が 39.5％、香辛つま物類は四国地方が 36.7％、豆科野菜類は九州・沖縄地方が 34.3％、東




縄地方が 18.7％、中部地方が 15.3％、四国地方が 11.9％、さらに海外からも 12.1％と生産
地は多岐にわたっている。 















北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州沖縄 輸入
 





























































北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州沖縄 輸入
 








48.4％と最も多くなっているものの、寒い 1月と 12 月は九州・沖縄地方がそれぞれ 42.2％







図 5 はきゅうり 月別の生産地重量割合の変化をみたものである。年間では関東地
方が48.4％と最も多くなっているものの，寒い 1 月と12月は九州・沖縄地方がそれぞれ
42.2％と43.0％と最も多い。暖かくなるにつれて関東地方が多くなり 2 月から 6 月まで







66.9％となる。10 月、11 月はまた関東地方が最も多くなる。 
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図 5 きゅうりの月別生産地別重量割合(2014 年) 
出典:東京都中央卸売市場市場統計情報より作成 
 
 続いてなすの月別の生産地重量割合の変化をみたのが図 6 である。年間では関東地方が
46.4％と最も多くなっているものの、11 月から 6 月は四国地方が最も多くなっている。特
に 12 月、1月、2月、3月はいずれの月も 8割を超えている。6月から関東地方が増え始め、
7月、8月、9月、10 月は関東地方が最も多く、7月は 83.8％、8月は 90.2％、9月は 86.4％
となっている。 
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特に12月， 1 月， 2 月， 3 月はいずれの月も 8 割を超えている。 6 月から関東地方が増





66.9％となる。10 月、11 月はまた関東地方が最も多くなる。 
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53.2％に達している。トラックドライバーの有効求人倍率も、2014 年度は 1.55 となってお















































































































































12 月と 3 月に運賃指数が上昇する傾向には差異はないが、2010 年度、2011 年度、2012 年
度と 2013 年度以降は大きく様相が変化している状況がわかる。消費税率引き上げによって
2014 年 3 月には 126 にまで上昇した。その後はそこまで上昇することはないものの、年間
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12 月と 3 月に運賃指数が上昇する傾向には差異はないが、2010 年度、2011 年度、2012 年
度と 2013 年度以降は大きく様相が変化している状況がわかる。消費税率引き上げによって
2014 年 3 月には 126 にまで上昇した。その後はそこまで上昇することはないものの、年間













  図 8 求荷求車情報ネットワーク（Web KIT）成約運賃指数の推移（2010 年 4 月を 100）
出典:全日本トラック協会、日本貨物運送協同組合連会資料より作成 
　　　　　出典：全日本トラック協会，日本貨物運送協同組合連会資料より作成
図 8 　求荷求車情報ネットワーク（Web KIT）成約運賃指数の推移（2010年 4 月を100）
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告示とは、自動車運転者の労働時間等の労働条件の改善をするために労働大臣が 1989 年 2




・1 箇月の拘束時間は原則として 293 時間が限度 
・1 日の拘束時間は 13 時間以内を基本とし、これを延長する場合であっても 16 時間が限
度 
・1 日の休息期間は継続 8 時間以上必要 
○運転時間の限度 
・1 日の運転時間は 2 日平均で 9 時間が限度 
・1 週間の運転時間は 2 週間ごとの平均で 44 時間が限度 






























・ 1 日の休息期間は継続 8 時間以上必要
○運転時間の限度
・ 1 日の運転時間は 2 日平均で 9 時間が限度






























































図 10 集出荷団体の集出荷・販売経費に出荷運送料が占める割合 
出典:農林水産省「食品流通段階別価格形成調査」より作成 
 
図 11 は生産地の道路距離帯別重量割合 8)を示したものである。野菜計では 200km 未満
の近郊からの割合が 45.5％であり、600km 以上の割合は 33.6％となっている。600km 以
上になると、乗務員 2 人体制にするなどしないと、改善基準告示の拘束時間を超えてしま
う場合が多い。また、労働条件が厳しいため、ドライバー確保が難しいとされている。600km
以上は、ばれいしょ類で 91.2％、その他野菜類で 66.8%、土物類で 63.9%と特に多くなっ
ている。 
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表 1 輸送割合と平均価格の関係 
200円未満 200円～400円未満 400円～600円未満 600円～800円未満 800円～1000円未満 1000円以上
その他ばれいしょ ながいも かぼす ピース オクラ すだち
メークイン ながなす ゆず ゆりね
男爵 ごぼう らっきょう たで
たまねぎ そらまめ みょうが
だいだい うめ 根しょうが その他豆科野菜 こねぎ ししとう




かぼちゃ なす ミニトマト たけのこ水煮 さやえんどう ほししいたけ






とうがん カリフラワー にら えだまめ もろきゅうり 切みつば
かぶ きゅうり サラダな 山うど みょうがたけ ふきのとう








グリーンボール こまつな れんこん 根みつば パセリ ぜんまい水煮
その他果菜類 みず菜 ほうれんそう しゅんぎく かんそういも ハーブ類
はくさい セレベス エリンギだけ まいたけ エシャレット おおば
キャベツ えのきだけ しめじ しなちく ほじそ
ほしだいこん やつがしら しそ わけぎ まつたけ
まめもやし タアサイ なめこ 葉しょうが わさび
さんとうさい にんにくの芽 糸みつば あしたば あさつき












































































2 ）国土交通省は「物流問題調査検討会」を設置しているほか，2015年 3 月20日に「物流分野
における労働力不足対策アクションプラン―仕事満足度と効率性の向上に向けて―」を発
表した。物流分野における労働力不足に対応するために，女性・高齢者の活用を含めた物
流分野への「新規就業の促進と定着率の向上」と「物流の効率化・省力化」を大きな 2 つ
の柱としている。物流分野への就業を促進するためには，就業先としての魅力を向上させ
ることが必要不可欠であり，賃金・労働時間等の労働条件や就業環境の改善が重要である
としている。今後，中高年労働者の大量退職が見込まれ，また，中長期的には労働力人口
の減少により人材の確保がますます厳しくなる。限られた人手を効率的に活用していくこ
とが必要であり，労働者の待遇の改善という点から，物流の効率化・省力化と高付加価値
化を図ることが重要としている。物流の効率化・省力化については，労働力人口の減少下
においても安定的な物流機能を確保するための，大量輸送機関である鉄道・船舶の活用や，
トラックの共同配送等による，物流の効率化・省力化に取り組む必要があるとしている。
さらに国土交通省・厚生労働省の両省は連携して，トラックドライバーの人材確保・育成
にも取り組んでいる。
3 ）農林水産省「卸売市場をめぐる情勢について」2014年
4 ）薬師寺哲郎「市場外流通の増加と卸売市場の機能」農林水産政策研究所研究会資料，2010
年
5 ） 卸売会社の立替払運送料を含んでいる。
6 ） 全日本トラック協会「長距離輸送の実態と労働時間規制の在り方についての提言」による。
7 ）調査対象が2007年度までは19品目だったのに対して，その後14品目となっている。ここで
は経年変化をみるために継続して対象となっている14品目を用いて作成した。
8 ）道路距離は国土交通省によるOD別交通サービス水準【代表交通機関別都道府県間】の乗
用車等を用いた。
9 ）北海道トラック協会「道内経済における物流コストの影響検討協議会資料」による。
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